
議案第 ２４ 号

平 成 ３０ 年 度

五所川原市下水道事業会計予算書





平成３０年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　平成３０年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道築造、処理場建設改良事業

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益 ６５，６３４ 千円

８，４８０

７，５８８

営 業 収 益 ７，９８５ 千円
営 業 外 収 益 ３０，１３２
特 別 利 益 １ 千円

営 業 収 益 １６，４２１ 千円

千円

営 業 外 収 益 ４５，０７６ 千円

５０，６０１ 千円
営 業 収 益 ６，０９２ 千円

特 別 利 益
３８，１１８ 千円

営 業 外 収 益 ４４，５０８ 千円
特 別 利 益 １ 千円

１ 千円

６１，４９８ 千円

９８ ４４２

営 業 収 益 ３８８，１８７ 千円

特 別 利 益 １ 千円
２８４，８５８ 千円営 業 外 収 益
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排水（処理）戸数 戸

主要な建設改良事業

６７３，０４６

１９０ ４７０ １９０

１３３
１６１，５０４

千円

年 間 排 水 量 ２，７６９，６９０ ㎥ ３５，８８０ ４８，７０５
一 日 平 均 排 水 量 ㎥



第１項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１２５，８８７千円は、当年
度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２０，７５０千円、過年度分損益勘定留保資金１０５，１３７千円で補てんするものとする。)

　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

支 出 合 計 １，０４２，５７３ 千円

９７４，８０５ 千円
企 業 債 ４３４，２００ 千円
他 会 計 出 資 金 ２２０，０１５ 千円
国 庫 補 助 金 ３１６，７００ 千円
負 担 金 等 ３，８９０ 千円

特 別 損 失 ２１ 千円
６５，６３４ 千円

営 業 費 用 ６５，６３４ 千円

特 別 損 失 ２１ 千円
４７，９４６ 千円

営 業 費 用 ４４，３４５ 千円
営 業 外 費 用 ３，５８０ 千円

８５，９９３ 千円
営 業 費 用 ７７，６４９ 千円

営 業 外 費 用 ３，６６９

営 業 外 費 用 ８，３２３ 千円

千円
特 別 損 失 ２１ 千円

千円
営 業 費 用 ６１，１２８ 千円

５１ 千円
６４，８１８

収 入 合 計 ８８８，８９７ 千円

営 業 費 用 ６８３，９２７ 千円
千円営 業 外 費 用 ９４，２０４

７７８，１８２

営 業 外 収 益 ６５，６３４ 千円

千円
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特 別 損 失



第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的収入
第１項 千円
第２項 千円

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的支出
第１項

第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項

千円

企 業 債 償 還 金 ５０，９９８ 千円

千円

１７，２９４ 千円
企 業 債 償 還 金 １７，２９４

企 業 債 ２，９００
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他 会 計 出 資 金 １５，５００
６１，４５７ 千円

企 業 債 ２６，２００

１７，２９４ 千円

他 会 計 出 資 金 １４，２９４ 千円

千円１，１００，６９２

１，０７１，９５６

６１，４５７ 千円
１８，４００

建 設 改 良 費 ６３３，８５８

支 出 合 計 １，１９７，８４３

１８，４００ 千円

千円
千円

３，０００ 千円

千円

建 設 改 良 費 １０，４５９ 千円

千円

千円収 入 合 計

企 業 債

他 会 計 出 資 金 ３５，２５７

千円
企 業 債 償 還 金 ４６６，８３４ 千円

企 業 債 償 還 金
１８，４００



（継続費）
第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

２９１，９００千円

款 項 総 額 年 度

下水道事業債
（特別措置分）

農業集落排水事業
資本費平準化債
漁業集落排水事業
資本費平準化債

３６，３００千円

起 債 の 方 法

公共下水道事業
資本費平準化債

水処理施設設備更新事業 ４４２，０００千円
平成３０年度

平成３１年度

事 業 名

汚水ポンプ設備更新事業

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。

１２０，６００千円

平成３１年度

　９８，０００千円

１９３，９００千円

３，０００千円

１５０，０００千円

２９２，０００千円

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

平成３０年度

１５，９００千円

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

農業集落排水事業 １０，３００千円

1
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起 債 の 目 的 限 度 額

公共下水道事業 ２７７，３００千円

２，９００千円 普通貸借

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

年 割 額

利 率 償 還 の 方 法



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

（他会計からの補助金）
第１０条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１８，８１８千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）
第１１条　たな卸資産の購入限度額は、２，１７１千円と定める。

平成３０年２月２７日提出

千円職 員 給 与 費 ８８，８２８
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五所川原市長　　平　山　誠　敏

３，５２３

１０，４８４
４，８１１





予 算 に 関 す る 説 明 書





１

２

３

４

５

６

７

８

平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

継 続 費 に 関 す る 調 書
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平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書

平成３０年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

平 成 ３ ０ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画





上記以外の収益

２８４,８５８ 主たる営業活動以外の収益

１

雑 収 益

１８７,２１８ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

主たる営業活動から生ずる収益

備　　　　　　　　　　　　　　考

3 長期前受金戻入

特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
収 益

１０２

６,０９２1 営 業 収 益

５０,６０１

収 入

款 項 目 予定額 (千円）

公共下水道事業
収 益

１

1

2
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８８８,８９７

公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

事 業 収 益

１　平成３０年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）

６７３,０４６

下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1

３８８,１８７ 主たる営業活動から生ずる収益

３８７,８６９ 公共下水道使用料下 水 道 使 用 料1

営 業 収 益

預金利息

4

1

行政財産使用料ほか雑収入

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

当年度の経常的収支から除外すべき利益

2 その他営業収益 ３１８

営 業 外 収 益

過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

2

2 他 会 計 負 担 金

3 特 別 利 益

９７,５３７
雨水処理、基礎年金拠出金等及び利子償還に係る
一般会計繰入金



1 下 水 道 使 用 料 ６,０８３

９

３０,３５４

１

４,８１１

８,３２３

１

１

６１,４９８

特定環境保全公共下水道使用料

上記以外の収益

長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

当年度の経常的収支から除外すべき利益

前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

手数料、不用品の売却代金、その他

１２ 上記以外の収益

４５,０７６

営業費用を使用料等で賄えない部分に係る一般会
計繰入金

主たる営業活動以外の収益

農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

１６,４２１ 主たる営業活動から生ずる収益

１６,４０９ 農業集落排水施設使用料

利子償還に係る一般会計繰入金

４４,５０８ 主たる営業活動以外の収益

１０,４８４
営業費用を使用料等で賄えない部分に係る一般会
計繰入金

３,６６９ 利子償還に係る一般会計繰入金

営 業 外 収 益

1 過年度損益修正益

3 長期前受金戻入

2

特 別 利 益

1 他 会 計 補 助 金

2 他 会 計 負 担 金

4 雑 収 益

その他営業収益

2

2 その他営業収益
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営 業 収 益1

2

2

営 業 外 収 益

1 他 会 計 補 助 金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

3

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益
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3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

長期前受金戻入

下 水 道 使 用 料 ７,９７６

漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

漁業集落排水施設使用料等

1 営 業 収 益

4 ２６,９４１ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

１ 手数料、不用品の売却代金、その他

１
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

３８,１１８

5 雑 収 益

1 過年度損益修正益

1 他 会 計 補 助 金

９2 その他営業収益 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３０,１３２ 主たる営業活動以外の収益

３,５２３
営業費用を使用料等で賄えない部分に係る一般会
計繰入金

７,９８５ 主たる営業活動から生ずる収益

1

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

３,５８０ 利子償還に係る一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 ２３,０２８ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

2 他 会 計 負 担 金

1 過年度損益修正益

１4 雑 収 益 手数料、不用品の売却代金、その他

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

１
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

3 補 助 金 ５,０００ 処理場の最適整備構想策定に対する国庫支出金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考



2

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

１
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
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６５,６３４ 浄化槽設置整備事業の収益

下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

主たる営業活動から生ずる費用

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

６５,６３４ 浄化槽設置整備事業の収益

６５,６３４ 一般会計繰入金1 他 会 計 負 担 金

1 営 業 外 収 益

管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２０１,８８１ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

７７８,１８２ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ６８３,９２７

3 総 係 費

4 減 価 償 却 費 ４１０,６１６

支 出

１,０４２,５７３

１０,７６５1 管 き ょ 費

事 業 費 用

1
公共下水道事業
費 用

９４,２０３1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

企業債利息に要する費用

5 資 産 減 耗 費

2 営 業 外 費 用

固定資産の資産減耗費用

９４,２０４

７,６２５

５３,０４０ 一般管理に要する費用

金融及び財務活動に伴う費用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

固定資産の減価償却費用



特 別 損 失 ５１3

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

６４,８１８
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

８００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １５,３２１ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

６１,１２８ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費

1 営 業 費 用

３,６６９ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,６６９ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

2 営 業 外 費 用

４３６ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４４,５７１ 固定資産の減価償却費用

3 総 係 費

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

８５,９９３ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

3 特 別 損 失

７７,６４９ 主たる営業活動から生ずる費用1 営 業 費 用

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
費 用

2

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考



総 係 費

処 理 場 費

1 管 き ょ 費 ５５０ 管路の維持管理に要する費用

５,５８７ 一般管理に要する費用

2 営 業 外 費 用 ８,３２３ 金融及び財務活動に伴う費用

２０,０７６ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用2

4 減 価 償 却 費

- 16 -

５１,４３６ 固定資産の減価償却費用

3

１
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

1 過年度損益修正損

８,３２３ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

５００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １０,５３１ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

1 管 き ょ 費

４７,９４６ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ４４,３４５ 主たる営業活動から生ずる費用

３,５８０ 金融及び財務活動に伴う費用2 営 業 外 費 用

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

４５８ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ３２,８５６ 固定資産の減価償却費用

3 総 係 費



款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

過年度損益修正損

3 特 別 損 失

３,５８０ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

６５,６３４ 主たる営業活動から生ずる費用

６５,６３４
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 営 業 費 用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

１
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用2

1

過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

(資本的収入及び支出）
収 入

資 本 的 収 入

６５,６３４ 浄化槽設置整備事業に要する費用1 総 係 費

９７４,８０５
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

建設改良及び企業債償還に対する収入

1

1 企 業 債

１,０７１,９５６

４３４,２００ 企業債の発行による収入
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２２０,０１５ 建設改良及び企業債償還に対する収入

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

企 業 債 ４３４,２００

２２０,０１５1 他 会 計 出 資 金
市単独事業費に係る一般会計繰入金及び、元金償
還に係る一般会計繰入金

2 他 会 計 出 資 金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考



３１６,７００

処理場建設改良事業に対する国庫支出金1 国 庫 補 助 金
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目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

4 負 担 金 等

３１６,７００

建設改良に対する負担金

国 庫 補 助 金 建設改良に対する国庫支出金3

款 項

３,８９０

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

公共下水道事業受益者負担金

1 企 業 債

特定環境保全公共下水道事業の建設改良及び企業
債償還に対する収入

1 受 益 者 負 担 金 ３,８９０

２,９００ 企業債の発行による収入

農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

建設改良及び企業債償還に対する収入

1 １５,５００ 元金償還に係る一般会計繰入金

2

他 会 計 出 資 金

1

他 会 計 出 資 金

1

６１,４５７

企 業 債

他 会 計 出 資 金2

２６,２００

農業集落排水事業の企業債償還に対する収入

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

企業債の発行による収入

漁業集落排水事業の企業債償還に対する収入

企業債償還に対する収入

３５,２５７

２６,２００

他 会 計 出 資 金
市単独事業費に係る一般会計繰入金及び、元金償
還に係る一般会計繰入金

１７,２９４

３,０００ 企業債の発行による収入

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

2

企 業 債 ２,９００

3

1

1

企 業 債

企 業 債

1

３５,２５７

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

１８,４００

１５,５００



款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

１,１９７,８４３

１,１００,６９２

１４,２９４

建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

３,０００

備　　　　　　　　　　　　　　考

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

款 項 目

１４,２９４他 会 計 出 資 金

企 業 債

1 他 会 計 出 資 金

資 本 的 支 出

予定額 (千円）

建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 管きょの新設事業に要する費用５５,８５８

2

１８,４００

建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

元金償還に係る一般会計繰入金

建設改良及び企業債償還に要する費用

企業債償還に対する収入

1 建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金1

４６６,８３４1
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企業債償還に要する費用

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

４６６,８３４ 企業債償還に要する費用

建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

６１,４５７

2 企 業 債 償 還 金

１８,４００
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金 １８,４００

2 処理場建設改良費 ５７８,０００ 処理場の建設改良に要する費用

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

６３３,８５８

1

支 出



1
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

2 企 業 債 償 還 金

- 20 -

建 設 改 良 費 １０,４５９ 建設改良に要する費用

1 企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金

漁業集落排水事業の企業債償還に要する費用

１７,２９４ 企業債償還に要する費用

予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

５０,９９８

建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

1

１７,２９４

１７,２９４

５０,９９８ 企業債償還に要する費用

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

企 業 債 償 還 金

1 処理場建設改良費 １０,４５９ 処理場の建設改良に要する費用

款 項 目

1



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
貸倒引当金の増減額（△は減少）
長期前受金戻入額
受取利息及び受取配当金
支払利息及び企業債取扱諸費
有形固定資産除却費
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少）
引当金の増減額（△は減少）
小計
受取利息及び受取配当金
支払利息及び企業債取扱諸費
業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高
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369,040

△ 2,145
180,197
178,052

199,192

△ 109,775
89,418

△ 870,341
409,738

△ 460,603

637,500
△ 553,526

285,066

1

46
△ 1,730
△ 485

２　平成３０年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 187,883
539,479
△ 93

△ 267,541

109,775
7,625

△ 1



１　総　括
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３　平成３０年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

区 分
職　員　数 給　　　与　　　費

法定福利費 合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

15 7 228 26,951 13,834 41,013 14,632 55,645

4 16,060 8,490 24,550 8,633 33,183

15 11 228 43,011 22,324 65,563 23,265 88,828

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

5 8 86 31,282 15,155 46,523 18,160 64,683

4 16,086 7,335 23,421 9,067 32,488

5 12 86 47,368 22,490 69,944 27,227 97,171

比
１
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

10 △ 1 142 △ 4,331 △ 1,321 △ 5,510 △ 3,528 △ 9,038

0 △ 26 1,155 1,129 △ 434 695

10 △ 1 142 △ 4,357 △ 166 △ 4,381 △ 3,962 △ 8,343

手当の
内　訳

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当

本年度

前年度

管理職手当
管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

594 9,747 6,670 657 558 930 360 360 18 2,430

804 10,792 6,739 746 820 636 360 360 18 1,215

比較 △ 210 △ 1,045 △ 69 △ 89 △ 262 294 0 0 0 1,215



扶養手当　　　　△５４ 勤勉手当　　　　５８６
期末手当　　　　　　３
扶養手当　　　△１５６ 通勤手当　　　△２６２
期末手当　△１，０４８ 住居手当　　　　２９４
勤勉手当　　　△６５５ 時間外勤務手当　
寒冷地手当　　　△８９ 　　　　　　１，２１５

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給 料 △４，３５７

給与改定に伴う
６５

給与改定に伴う増
分

平均改定率　０．１６％
増 加 分
昇 給 に 伴 う

５４６
本年度昇給に伴う
増分

平均昇給率　１．１８％
増 加 分

その他の増減分 △４，９６８
職員の異動等に伴
う減分

手 当 △１６６

制度改正に伴う
５３５

支給額の改正によ
る増分増 減 分

その他の増減分 △７０１
職員の異動等に伴
う減分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平成３０年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） ３１６，８００

平 均 給 与 月 額 (円） ３３５，６９２

平 均 年 齢 (歳） ４１歳　　７月

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） ３２６，３５８

平 均 給 与 月 額 (円） ３４４，８００

平 均 年 齢 (歳） ４３歳　１１月

区 分 行　政　職　(円）
一般会計の制度

行　政　職　(円）

高 校 卒 １４７，１００ １４７，１００

大 学 卒 １７９，２００ １７９，２００
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※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）
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（３） 級 別 職 員 数

区 分
行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

平成３０年１月１日現在

７　級

６　級

５　級 １ ８．３

４　級 ６ ５０．０

３　級 １ ８．３

２　級 ３ ２５．１

１　級 １ ８．３

計 １２ １００．０

平成２９年１月１日現在

７　級

６　級

５　級 １ ８．３

４　級 ６ ５０．０

３　級 ２ １６．７

２　級 ２ １６．７

１　級 １ ８．３

計 １２ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事



（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

本
１
１
年
１
１
度

職 員 数(Ａ)(人) １１

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ９

号給数内訳

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ６

５号給 (人)

６号給 (人) ３

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ８１．８

前
１
１
年
１
１
度

職 員 数（Ａ）(人) １２

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) １２

号給数内訳

１号給 (人) ３

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ６

５号給 (人)

６号給 (人) ３

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) １００．０
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当
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区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 有２．０２５ ２．１７５ ４．２０

前年度 有１．９５ ２．１０ ４．０５

一般会計の制度 有２．０２５ ２．１７５ ４．２０

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

その他の加算措置等
退 職 時

備　　考
(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

支 給 率 等 ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９

・定年前早期退職特例措置

無(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９

・定年前早期退職特例措置

無(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無



1 1 建設改
良費

公共下
水道事
業資本
的支出

事業名項款

0

217,000 119,350 97,600 50

365,000 200,750 164,200 50 0 365,000

365,000

３０

98,000

千円 千円 ％

２９

３０

計

148,000 81,400 66,600 0

365,000

0.0

100.0

365,000
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４　継続費に関する調書

全体計画

左の財源内訳

国庫補助金 企業債
年度 年割額

千円

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

備考

当 年 度
損益勘定
留保資金

前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

33.698,000 53,900 44,100 98,000 98,000

193,900

計 291,900 160,500 131,400

３１ 193,900 106,600 87,300

33.6

３０ 150,000 82,500 67,500 150,000 150,000 33.9

98,000 193,900

150,000 150,000 292,000

３１ 292,000 160,600 131,400

33.9

ガスタンク設備更
新事業

汚水ポンプ設備更
新事業

水処理施設設備更
新事業

100.0

逓次繰越
148,000

千円

0.0

0.0292,000

計 442,000 243,100 198,900



（単位：千円）

金　　額
下水道使用料

収 益
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５　債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

平成２９年度まで
排水設備工事資金利子補給金

貸付融資額のう
ち保有額に対す
る年９％以内

平成２０年度から
１６４

平成３０年度から
事業継続期間中

６０ ６０

排水設備工事資 金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
平成３０年度から
事業継続期間中

１,４８６

平成２９年度まで 平成３２年度まで

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム
ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料

２,８０８

平成２７年度から
１,３２２

平成３０年度から
１,４８６

１,０６４,１０２

平成２９年度まで 平成３３年度まで

五所川原市下水道処理施設等
包括的運転管理 業務委託

１,２８１,２６９

平成２９年度から
２１７,１６７

平成３０年度から
１,０６４,１０２



１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）
（３）
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６　平成３０年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,813,454 1,084,392
車 両 運 搬 具 16,355

2,556

9,321
工 具 器 具 及 び 備 品 6,091
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,553 538
建 設 仮 勘 定 286,801

42,815
△ 790

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計
投資その他の資産
そ の 他 投 資 30

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計 16,506,339

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計 220,077
資 産 合 計 16,726,416

（単位：千円）
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,104
建 物 1,535,776
減 価 償 却 累 計 額 △ 774,601 761,175
構 築 物 20,554,040
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,387,618 14,166,422
機 械 及 び 装 置 2,897,846

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,034

16,503,753

30

178,052



３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）
（２）

６
７
（１）

（２）

４ 流 動 負 債
企 業 債
未 払 金
引 当 金

- 30 -

6,600,052

543,025
31,667

ハ 負 担 金 等 46,615
58,116

△ 1,234,492

資　　　　本　　　　の　　　　部

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

2,972,941

負　　　　債　　　　の　　　　部

6,076

13,355,378

固 定 負 債

△ 6,782,723

流 動 負 債 合 計

△ 1,176,376
資 本 合 計

580,768

企 業 債
固 定 負 債 合 計 6,600,052

負 債 資 本 合 計 16,726,416

資 本 金 4,149,317
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,234,492
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計 6,572,655
負 債 合 計 13,753,475



１
（１）
（２）
２
（１）
（２）
（３）
（４）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
４
（１）
（２）

５
（１）
６
（１）
（２）
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264,528長 期 前 受 金 戻 入

110 4,031 4,027
170,698

4

3,936 127,592
支払利息及び企業債取扱諸費
雑 支 出

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
過誤納還付金及び還付加算金

376,735
166,671

4

3,921

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用
管 き ょ 費

７　平成２９年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

386,765
2,318

処 理 場 費

営 業 損 失

経 常 損 失

総 係 費
減 価 償 却 費

営業外収益
他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金

雑 収 益
営業外費用

538,821

123,656

389,083

10,543
243,738
139,387

932,489

1,046,609

25,798
202,578

3,423 504,327

875,911

543,406

（単位：千円）

補 助 金 8,000



１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）
（３）

有 形 固 定 資 産
土 地 195,104
建 物 1,284,407
減 価 償 却 累 計 額 △ 749,995 534,412

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産
（単位：千円）

構 築 物 20,532,460
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,938,142 14,594,318
機 械 及 び 装 置 2,567,919
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,839,099 728,820
車 両 運 搬 具 16,355
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,825 12,530
工 具 器 具 及 び 備 品 6,091
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,553 538
建 設 仮 勘 定 114,794

有 形 固 定 資 産 合 計

16,183,102
流 動 資 産

222,292

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金 180,197
未 収 金 42,978
貸 倒 引 当 金 △ 883
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計 16,405,394

16,180,516
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 30

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30

（平成３０年３月３１日）
８　平成２９年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表

- 32 -



３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）
（２）

６
７
（１）

（２）

46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,046,609
利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,046,609

ハ 負 担 金 等

企 業 債 6,505,580
固 定 負 債 合 計

企 業 債 553,523
未 払 金 33,397
引 当 金 6,561

資 本 金
剰 余 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 剰 余 金
イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211

負　　　　債　　　　の　　　　部
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△ 988,493
2,875,758
16,405,394

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

593,481

固 定 負 債

6,505,580

13,529,636

資　　　　本　　　　の　　　　部

４ 流 動 負 債

５ 繰 延 収 益

6,430,575

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 13,038,213
収 益 化 累 計 額 △ 6,607,638

3,864,251



注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８年～５０年
　　　　　　構築物 １０年～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０年～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 １０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　平成３０年４月１日　至　平成３１年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　６６０，５０４円
　　　１年超　　　１６５，１２６円
　　　　計　　　　８２５，６３０円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金６，５６１千円を使用する見込みである。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金８８３千円を使用する見込みである。

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計

359,557 5,641 15,206 7,394 0 387,798

1,111,167 683,488 1,274 13,753,475

△ 65,603 △ 524,450
667,507 59,905 75,733 43,500 65,603 912,248

11,070,566 886,980
13,412,006 1,107,845 1,394,145 811,146 1,274 16,726,416

（単位：千円）

公共下水道
事業

△ 138,518 △ 14,197 △ 25,250 △ 9,808 0 △ 187,773
△ 307,950 △ 54,264 △ 60,527 △ 36,106

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

97,537 14,153 13,134 7,103 65,634 197,561
539,479

1 1 1 1 0 4
410,616 44,571 51,436 32,856 0

870,341
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860,657 0 9,684 0 0

51 21 21 21 0 114




